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  また，calibration の是非をめぐる議論については，Journal of Economic































Ｎを総人口， l  = Ｌ/Ｎを階層の労働力率とすると，総労働力人口は，
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示したものである。労働力率は 73年の 81.1％から 85年の 72.5％に低下したあ








率は 73年の 46.9%から 97年の 56.2%へと，12.3%ポイントもの伸びを示した。





































(1995)では，2000年の 6861万人から 2020年の 6175万人へと 686万人の減少
（10％の減少率）と推計されている5。八代他(1997)では，労働力人口の減少は
もっと急であり，2000年の 6609万人から 5668万人と 941万人の減少（14.2％
の減少率）となっている。総合研究開発機構(1998)では，労働力人口は 2000年
の 6591 万人から 2020 年の 6117 万人まで，474 万人の減少（7.1％の減少率）
と推計されている。
　2.3　consensus estimate
  2000 年から 2020 年にかけての労働力人口の減少幅は，最小の労働省推計の










































































































12 論文に報告されている弾性値と 1993年の保育所在所児数 169万人，1992年
























































                                                                                                                               
60～64歳の労働力率 78.88％，65～79歳の労働力率 47.56％をもとに筆者が計
算した。
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